
推進事業

市長の方針や意思を職員に伝える機会の創出
3

6 6 6 6 6 6
回

6 6 6 7 - -

政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

(２) 施策目標値の達成状況
基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No この施策に関わる施策目標指標
進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

(３) 施策を構成する事務事業及び目標値の達成状況
事 務 事 業 名

No 推 移
事務事業目標指標

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

様式Ｇ 最終更新日：令和 元年 7月30日 1頁

前期基本計画 平成３０年度 施策方針評価書

０６ 総合計画の認知度を高め行財政基盤の確立を目指します
０２ 住民自治につながる総合計画の確実な推進
０１ 総合計画に基づく政策の推進

企画政策課　総括主査  山本　和広

１．施策の平成30年度までの実現状況を明らかにする
(１) 施策の内容

第１次滝沢市総合計画の確実な推進のため、市民の理解度・認知度を高め、「幸福と暮らしに関する市民アンケート」や各

種統計の情報等を把握、分析しながら、滝沢市又は市行政を取り巻く社会環境の変化を的確に捉えます。

この分析により、毎年度の市長方針に基づく各政策、施策の展開と評価を実施し、幸福感を育む環境づくりを図ります。

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成30年度

暮

ら

し

総合計画を知っている人の割合

1 20 30 40 50 50 Ｄ
％ 13.5

15.7 15 15.4 15.6 15.6 5.8

幸

福

滝沢市で幸せに暮らしている人の割合

2 62 64 66 68 68 Ｄ
％ 61

57.6 64.5 60.1 58.8 58.8 △31.4

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度

3837  総合計画マネジメント事業

市民アンケート調査回収率
1

38 39 40 41 42 43
％

36.4 33.3 31.7 33.6 - -

3884  滝沢市総合計画審議会事務

総合計画審議会開催数
2

2 2 3 9 3 3
回

6 3 3 5 - -

7992  トップマネジメント



針

資本の強

化、補完性原

に

理に基づく役割分担、

つ

更には産業振興などの

い

活動に繋がる取り組み

て

が重要となっています

の

。

「住民自治」につな

達

がる総合計画の確実な

成

推進という基本施策は

（

、本施策と直接関連す

実

るものであり、「住民

現

自治」をいか

に地域に

）

浸透させるか、市民主

状

体の地域づくりを進め

況

るかについて「住民自

Ｄ

治日本一をめざす地域

達

社会計画」としての基

成

本

構想と、市民主体の

で

「地域別計画」及び市

き

行政主体の「市域全体

な

計画」の基本計画を関

か

連付けながら、総合計

っ

画に基づく「

住民自治

た

」を展開する指針とな

Ｂ

るのが、本施策あり施

概

策についての見直しに

ね

ついては考えていませ

達

んが、より具体的な活

成

動

に繋がる手段の検討

し

について更に強化して

た

いく必要があります。

(

(１) 平成30年度

１

方針策定に際し、今後

)

の方向性や引継課題

【

 

今後の方策向性】

総合

施

計画を知ってもらうと

策

いうことが最終的に目

の

的ではなく、市民の活

実

動に繋がり、「住民自

現

治」に繋がることが真

に

の目的

であることから

影

、誰に対し、総合計画

響

の何をしってもらうの

す

かを戦略的に展開する

る

必要があります。同時

社

に、市民の活動に

繋が

会

るための具体的な成功

環

事例に繋がる取り組み

境

を重視していく必要が

変

あります。

【引継課題

化

】

総合計画全体の周知

Ｂ

ではなく、総合計画の

社

何を知ってもらいたい

会

か、どうすれば活動に

環

繋がるかを重視した周

境

知が必要です

。また、

変

具体的な市民活動に繋

化

がるための率先した活

あ

動が必要です。

り

(２) 基本施策との関連性から施策の見直し
Ａ 必要なし

４．施策の実現に向けての今後の取り組みと方向性を明らかにする

Ａ 課題なし
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前期基本計画 平成３０年度 施策方針評価書

０６ 総合計画の認知度を高め行財政基盤の確立を目指します
０２ 住民自治につながる総合計画の確実な推進
０１ 総合計画に基づく政策の推進

企画政策課　総括主査  山本　和広

２．施策の実現に向けての平成30年度までの取り組み状況を分析する

滝沢地域社会に関するアンケート調査において、総合計

政

画を知っている割合（

 

総合計画の認知度）は

 

平成30年度の数値で

 

15

.6％となり前年

 

度より0.2％上回っ

策

ていますが、目標値で

:

ある40％を下回る状

基

況となっています。ま

本

た、10代から40代

施

のア

ンケートの回収率

策

の低さから関心が低い

:

と考え、平成30年度

施

に実施したアンケート

 

により検討を行い、ま

 

た、子育て世代が

多い

 

転入者へのパンフレッ

 

ト配布などを実施して

策

います。

(２) 基本

:

計画内の取り組みと方

施

針のうち、平成30年

策

度の重点課題の達成（

担

実現）状況

【重点課題

当

】

職員、地域づくりの

職

リーダーを対象とする

・

総合計画の理解を進め

氏

る仕組み作りと「幸福

名

感を育む環境づくり」

(

に向けた取組

の展開を

１

市民に知っていただく

)

ための取り組みの検討

 

と実践。

【重点課題に

施

対する達成状況】

・取

策

り組みの検討を広い視

目

野で進めるため大学や

標

民間企業と包括協定を

の

結び取り組みを行いま

達

した。特にも、大学と

成

は調査

を含め地域づく

（

り懇談会の方へのイン

実

タビューをすることで

現

周知を図りました。

３

）

．施策の実現に向けて

に

の平成30年度実施後

向

での変化を認識する

少

け

子高齢化の進展やそれ

た

に伴う社会保障費が増

基

加、税収が減少する背

本

景の中で地域における

計

社会関係資本の強化と

画

補完性の

原理に基づく

期

役割分担が求められて

間

います。一方で、これ

内

らの課題については日

の

本国内の多くの地方で

取

課題とされており、

共

り

通の問題であると考え

組

ます。そのような中に

み

あって、地域のおける

と

強み弱みを再認識し、

方

地域に即した社会関係



政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

(４)所管実行計画事業費一覧
事    務    事    業    名

No 分    野    別    計    画
計画額 実績額 比較 (%)

実    施    計    画

様式Ｇ 最終更新日：令和 元年 7月30日 3頁

前期基本計画 平成３０年度 施策方針評価書

０６ 総合計画の認知度を高め行財政基盤の確立を目指します
０２ 住民自治につながる総合計画の確実な推進
０１ 総合計画に基づく政策の推進

企画政策課　総括主査  山本　和広

3837  総合計画マネジメント事業

4,033 4,115 2.0

3884  滝沢市総合計画審議会事務

1,582 651 △58.8

7992  トップマネジメント推進事業

0 0 0.0

8154  土地利用規制等対策事務

0 0 0.0

14662  市政経営マネジメント向上事業

300 299 △0.3


